
事業番号 - - -

（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
独立行政法人評価資料より記入。

100 100 -

目標値 ％ 100

100 100 100 -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

- - -

中間目標 目標最終年度

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

- -

3 年度 -

3 - -

当初見込み 件 19 8 9 6 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト -

13 5

-

独立行政法人通則法に基
づく主務大臣による業務実
績の評価結果のうち、施設・
設備に関する計画の項目に
おいて、標準評価以上の評
価を受けた項目の割合とす
る。

標準評価(B評価）以上の評
価を受けた項目の割合。
注：各年度の成果実績は翌
年度、評価確定後に記載

成果実績 ％ 100 100

達成度 ％ 100

年度

100 100 100

国立研究開発法人理化学研究所の事業を実施する上で
必要な施設整備費補助金のため、単位当たりコストの算

出は困難

- - - -

計算式

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 0 3,270

活動内容
（アクティビ

ティ）

既存の研究施設及び中長期目標期間中に整備される施設の有効活用を進めるとともに、高経年化対策を含め、施設の改修・更新・整備を計画的
に実施する。

施設の維持整備 施設の整備件数
活動実績 件

主な増減理由

国立研究開発法人理化学
研究所施設整備費補助金

0 3,270 要求額のうち「重要政策推進枠」：3,270百万円
※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致し
ない場合がある。

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

50% 61% 97%

執行率（％） 100% 100% 100%

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　我が国唯一の科学技術全般を総合的に行う研究機関として、物理学、化学、生物学、医科学等の幅広い研究分野を対象に、国家的・社会的ニーズを踏まえ
た戦略的・重点的な研究開発、世界トップレベルの研究基盤の整備・共用・利用研究及びパラダイム転換をもたらすような創造的・挑戦的な先端融合研究等を
実施する理化学研究所に対し、必要な研究所施設の整備に要する経費の補助を行う。【補助率：定額補助】
　老朽化対策、安全対策等を含め、施設の改修・更新・整備を重点的・計画的に実施する。

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 2,230 1,211 3,471

計 2,238 1,211 3,471 3,575 3,270

予備費等 - - -

予算
の状
況

前年度から繰越し

第6期科学技術・イノベーション基本計画（令和3年3月26日閣
議決定）

翌年度へ繰越し ▲ 2,702 ▲ 3,471 ▲ 3,575

1,980 3,575

令和5年度要求

当初予算 2,593 - - 0 3,270

補正予算 1,869

478 2,702 3,471 3,575

事業名 国立研究開発法人理化学研究所施設整備に必要な経費 担当部局庁 研究振興局 作成責任者

事業開始年度 平成15年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

2022 文科 21 0191

令和4年度行政事業レビューシート 文部科学省

主要政策・施策 医療分野の研究開発関連、科学技術・イノベーション 主要経費 文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　科学技術に関する試験及び研究等の業務を総合的に行うことにより、科学技術の水準の向上を図るため、理化学研究所の設置する研究所施設の整備充実
を図る目的で、研究所が行う研究所施設の整備に要する経費に対し補助を実施する。

基礎・基盤研究課
基礎・基盤研究課長
西山 崇志

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
国立研究開発法人理化学研究所法第16条

関係する
計画、通知等



成果実績 件 13 5

○

　原則、一般競争入札を行うとともに、汎用的な研究用消耗品
については単価契約の締結を促進するなど、経費の効率化
に取り組んでいる。また複数の契約案件を適切な単位でまと
めて契約するといった取組でも業務の効率化につなげてい
る。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
　競争性の確保に努めるとともに、費目・使途は合理的かつ
真に必要なもののみに限定されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

○

　本事業は理化学研究所の設置する研究所施設の整備充実
を図るため、研究所が行う研究所施設の整備(災害復旧を含
む)に要する経費に対して補助を行い、もって科学技術に関す
る試験及び研究等の業務を総合的に行うことにより、科学技
術の水準の向上を図ることを目的とする事業であり、負担関
係（国側の負担）は妥当である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ‐ -

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
　事業目的に即し、合理的かつ真に必要なものに対して支出
が行われている。

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

政
策
評
価

政策
7　Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策
9　未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応

施策

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

　理研は世界最高水準の研究開発を実施しており、調達する
物品等について世界最高性能や高度な技術を要するため、
案件ごとの応札可能者が極めて少数になる場合があるもの
の、仕様書の内容の見直し、予想される競争参加者への積極
的な周知、入札参加要件の緩和、入札公告をホームページに
掲載するだけでなく入札情報に関するメールマガジンの配信
等の諸施策を通じ、一者応札低減に向けた取組を実施してい
る。
　また、契約審査委員会において少額随意契約を除く全ての
競争性のない随意契約について、事前に随意契約理由の妥
当性について審査を行い、適正性・透明性の確保に努めてい
る。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
　当事業は、国家的・社会的ニーズを踏まえた戦略的・重点的
な研究開発の推進に貢献している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
　イノベーションの苗床となる多様な基礎研究を行うといった
事業目的を達成するためには、国から一定の財政支援を受
けた国立研究開発法人が当該事業を実施する必要がある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

○
　科学技術・イノベーション基本計画を踏まえた政策の実施に
必要であり、政策の優先度が極めて高い事業である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐
　工事計画の一部に再検討を要したため繰越を行ったところ
であるが、適切な手段を経て計画的な予算執行を行ってい
る。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

<7-1>https://www.mext.go.jp/content/20221012-mxt_kanseisk01-
000024706-02.pdf
<9-1>https://www.mext.go.jp/content/20221012-mxt_kanseisk01-
000024706-07.pdf
<9-2>https://www.mext.go.jp/content/20211220-mxt_kanseisk02-
000019646_9-2.pdf
<9-3>https://www.mext.go.jp/content/20211220-mxt_kanseisk02-
000019646_9-3.pdf

該当箇所 <7-1>4ページ、<9-1>3ページ、<9-2>4, 5ページ、<9-3>9ページ

新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
理化学研究所からのヒアリングにより記入。

9 - -
長期的視野に立った整備計
画を策定し、施設・設備整
備を推進する

施設整備が計画通り進むこ
と

達成度 ％ 68.4 62.5 33.3 - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

3 - -

目標値

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

3 年度 - 年度

件 19 8

7-1　価値共創型の新たな産業を創出する基盤と
なるイノベーション・エコシステムの形成
9-1　未来社会を見据えた先端基礎技術の強化
9-2　環境・エネルギーに関する課題への対応
9-3　健康・医療・ライフサイエンスに関する課題へ
の対応

-



-

2021 文科 20

文部科学省 0177

令和3年度

令和2年度 文部科学省 0178

0192

平成30年度 185

令和元年度

平成28年度 174

平成29年度 185

平成26年度 194

平成27年度 185

282

平成25年度 196

執
行
等
改
善

契約業務においては、現状と要因を分析の上、毎年度調達等合理化計画を策定し、契約の競争性等の確保に向けた継続的な改善の取組を実施し
ている。契約内容の専門性の高さ等の要因により一者応札となる場合があるものの、不参加業者への聞き取り及びその分析、その他の原因の検
証・分析等を踏まえつつ、仕様書内容の見直しによる契約の競争性の更なる向上、入札公告範囲の拡大等の取組を継続的に実施する。
施設整備遅延による予算の繰越においては、国立研究開発法人理化学研究所施設整備費補助金交付要綱第9条の規定に基づき、補助事業遅延
報告書において遅延要因の分析を行っており、引き続き要因を分析したうえで、手法を検討し、適切な予算執行に努める。

備考

【行政事業レビュー】（平成22年度）
・契約に係る透明性・適正性の検証（独立行政法人理化学研究所（SPring－8の運営業務））　（結果）事業の効率化、成果公開優先利用枠の拡大を含めた自己収入
増、外部有識者も交えた外部委託等の運営体制のあり方を検討　※施設整備費補助金のうち、放射光研究施設整備費が関連
【支出先上位１０者リストの落札率について】
同種の他の契約の予定価格を類推されるおそれがあるため、又は研究所の事務若しくは事業に支障を生じるおそれがあるため一部非公表。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 267

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○ 　中長期目標の達成に向け、着実に実績を挙げている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○
　原則、一般競争入札を行うとともに、汎用的な研究用消耗品
については単価契約を原則化するなど、経費の効率化に取り
組んでいる。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 　中長期目標の達成に向け、着実に実績を挙げている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

　一般の機関では導入が難しい先端的な施設及び設備につ
いて共用を促進していることや研究成果等のデータベースの
整備を着実に進めていることからも、施設や成果物の十分な
活用がなされている。

事業名事業番号

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容
の

一
部
改
善

この事業は、一者応札の改善に向けた対策を講じているものの、依然として一者応札となったものがあることから、不参加業者への聞き取り内容を厳
密に分析し、更なる仕様の見直しなど実効性のある対策について検討が必要である。
また、令和３年度決算において繰越が生じていることから、より詳細な要因を分析したうえで、手法を検討し、予算執行の適切な改善に努めるべきで
ある。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律等に基づき、適切に予算の執行や業務の遂行を行っている。今後も限られた予算を有効活
用しつつ、研究成果の最大化が図られるよう、検討・改善を重ねていくことが課題である。研究業務の特性上やむを得ないものを除き、基本的に
一般競争入札とすることとし、効果的かつ効率的な運用を図っている。調達にあたり、全入札の70％以上の案件において、規程に定められた公告
期間より長く公告を行い一者応札低減に向けた取組を実施した。またこれまで同様、汎用的な備品や消耗品等の調達に当たって、一括調達や単
価契約の対象を一層拡大する等の調達改善を行った。

改善の
方向性

　国立研究開発法人としての事業及び事務の特性を踏まえ、公正性、透明性を確保しつつ自律的かつ継続的に調達等の合理化に取り組む。調
達改善の結果を踏まえ、調達等合理化計画を策定し、調達方式の多様性の検討や調達情報の効果的な公告、一括調達や単価契約に取り組むと
ともに、国立研究開発法人間で調達実績等の情報を共有するなど、引き続き効率的な調達に努める。

平成24年度



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

計 1,824 計 0

工事費 電気機械棟熱源更新2期電気設備工事 59

工事費 脳科学中央研究棟改修２期機械設備工事 312

工事費 脳科学中央研究棟改修１期電気設備工事 442

工事費 脳科学中央研究棟改修１期機械設備工事 1,011

C.三機工業株式会社 D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3,471 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
施設整備費補
助金

工事費、付帯事務費 3,471

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

A.国立研究開発法人理化学研究所 B.

費　目 使　途

文部科学省

3,471百万円

独立行政法人理化学研究所に対し、研究施設の整備に必要な金額を補助

【補助】

国立研究開発法人理化学研究所

3,471百万円

【A】

国が取組むべき課題等に

ついて、その達成に向けた

戦略的かつ重点的に研究

開発を推進、実施する事業

【C】

研究戦略事業

3,471百万円

民間企業等

（全9件）

※事業所全般にかかる施設整備等、決算上複数のセグメントに按分計上される契約案件については、主たるセグメントにおいて整理している。

※

※：端数処理の都合上、「費目・使途」の金額と一致しないことがある。



支出先上位１０者リスト

A.

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - -

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- -

- - -

9 株式会社テクノ工営 9011101013501
電気機械棟熱源2期工事監
理業務　等

23
随意契約
（その他）

-

8
株式会社佐藤総合計
画

4010601034111
研究本館改修1期工事監理
業務

19 その他

-

7 株式会社梓設計 9010701000413
脳科学中央研究棟改修1期
工事監理業務　等

57 その他 - - -

- -

6 株式会社日設 6010401021704
研究本館改修１期電気設備
工事

114
一般競争契約
（最低価格）

4 -

5 - -

5
栗駒電気工事株式会
社

3011801007386
研究本館3～6階変電所更
新工事（1期）

154
一般競争契約
（最低価格）

6

4
株式会社イシイ設備
工業

3070001006169
電気機械棟熱源更新2期機
械設備工事　等

252
一般競争契約
（最低価格）

-

3 株式会社竹中工務店 3120001077469
脳科学中央研究棟改修2期
建築工事　等

551
一般競争契約
（最低価格）

3 - -

- -

2 株式会社関電工 9010401006818
脳科学中央研究棟改修２期
電気設備工事

475
一般競争契約
（最低価格）

6 -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 三機工業株式会社 2010001008683
脳科学中央研究棟改修１期
機械設備工事　等

1,824
一般競争契約
（最低価格）

3

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国立研究開発法人理
化学研究所

1030005007111
科学技術に関する試験及び
研究等の業務を総合的に
行う。

3,471 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率
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